【】

＜組織体制図＞

　　
　


　様式第二十二（第十三条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
経済産業大臣　殿
	
	（ふりがな）
	　

	
	氏名又は名称
	○○株式会社

	
	（ふりがな）
	

	
	住　　所
	

	
	代表者の氏名等
（注１）
	代表取締役　○○　○○　　　


　
誓　　約　　書
当社は、経済連携協定に基づく特定原産地証明書の発給等に関する法律第７条の３各号に該
当しないことを誓約いたします。
（注１）代表者から委任を受けた者が申請する場合には、その氏名及び役職を記載すること。
＜備考＞
この用紙の大きさは、日本工業規格A列４番とすること。


年　月　日
経済産業大臣　殿
	
	（ふりがな）
	

	
	氏名又は名称
	○○株式会社

	
	（ふりがな）
	

	
	住　　所
	

	
	代表者の氏名等
	代表取締役　○○　○○


　
誓　　約　　書
当社は、地域的な包括的経済連携協定第３章（原産地規則）、経済連携協定に基づく特
　　定原産地証明書の発給等に関する法律及び同法に基づく命令の規定を遵守し、当社を特定
する原産地申告についての全ての責任を負うことを誓約いたします。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
経済産業大臣　殿
	
	（ふりがな）
	　

	
	氏名又は名称
	○○株式会社

	
	（ふりがな）
	

	
	住　　所
	

	
	代表者の氏名等
	代表取締役　○○　○○　　　


　
当社は、日本国とスイス連邦との間の自由な貿易及び経済上の連携に関する協定附属書二、
経済連携協定に基づく特定原産地証明書の発給等に関する法律及び同法に基づく命令の規定
を遵守し、当社を特定する原産地申告についての全ての責任を負うことを誓約いたします。

【 記　入　例 】

　 
 ○第二種特定原産地証明書の作成に係る経済連携協定の締約国等を仕向地とする輸出
に関する実績及び計画
＜スイスとの過去１年間の月別輸出回数実績及び今後１年間の月別輸出回数見込み＞
　　　　
	過去１年間の月別
輸出回数実績
	月別輸出回数
（回）
	今後１年間の月別
輸出回数見込み
	月別輸出回数
見込み（回）

	２０１８年５月
	○○
	２０１９年５月
	○○

	６月
	○○
	６月
	○○

	７月
	○○
	７月
	○○

	８月
	○○
	８月
	○○

	９月
	○○
	９月
	○○

	１０月
	○○
	１０月
	○○

	１１月
	○○
	１１月
	○○

	１２月
	○○
	１２月
	○○

	２０１９年１月
	○○
	２０２０年１月
	○○

	２月
	○○
	２月
	○○

	３月
	○○
	３月
	○○

	４月
	○○
	４月
	○○


（注）
その他添付資料として、以下を提出してください。
○認定申請者が個人である場合にあっては、
①戸籍抄本又は住民票の写し、②印鑑証明書
○認定申請者が法人その他の団体である場合にあっては、
　　　①定款、②当該団体の代表者から委任を受けた者が申請する場合にあっては、当該委任を受けたことを証する書面、③役員の氏名及び略歴
ロ（１）②組織体制図の記載例（統括責任者との間の連絡体制の整備状況）





原産性データ提供





○○部


部長


（統括責任者）





○○営業部〇〇課


（証明書作成業務担当者）△△名








○○営業部〇〇課


（証明書作成業務担当者）△△名








○○部〇〇課


（購買・調達部門）


△△名

















○○部


○○課主任


（全体窓口担当者）








○○部


○○課長


（法令業務責任者）





○○部





経済産業省





生産者〇〇


（第二種原産品誓約書交付者）








○○工場


○○課長　











○○工場


○○課長








生産者〇〇


（第二種原産品誓約書交付者）








○○部〇〇課


（経理部門）


△△名





生産者〇〇


（第二種原産品誓約書交付者）





添付資料(ウ)の記載例（欠格事項に該当しないことの誓約書）





添付資料(エ)の記載例１（法令等遵守：ＲＣＥＰの場合）





添付資料(エ)の記載例２（法令等遵守：日スイス協定の場合）





添付資料(オ)の記載例（スイスへの輸出に関する実績及び計画）


に関する実績及び計画）





申請をする月を起点として直近１年間の実績及び今後１年間の見込みを記載してください。
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